
賃 貸 借 契 約 書 （案） 
 

 

賃 貸 借 物 件 名 ２０１８年度堺市社会福祉協議会 共用軽自動車リース 

使 用 の 本 拠 地 本会が指定する場所 

賃 貸 借 期 間 ２０１９年４月１日から２０２４年３月３１日まで 

月 額 賃 借 料 
￥       円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥     円） 

契 約 保 証 金  

 

 上記の物件について、賃借人社会福祉法人堺市社会福祉協議会を甲、賃貸人

を乙として、次の条項により賃貸借契約を締結する。 

 この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自そ

の１通を保有する。 

 

    年  月  日 

 

甲  賃 借 人  住 所  堺市堺区南瓦町２番１号 

          名 称  社会福祉法人 堺市社会福祉協議会 

          代表者  会長 静 又三 

 

乙  賃 貸 人  住 所   

          名 称   

          代表者   



（総 則） 

第１条 甲及び乙は、頭書の賃貸借契約に関し、この契約書の定めるところにより、別紙仕様書等

に基づき、日本国の法令を遵守し、信義に従い誠実にこれを履行しなければならない。 

（管轄の合意） 

第２条 この契約に関する争訟の提起、申立て等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

（契約車両の種別） 

第３条 乙は甲に対して軽自動車１４台を賃貸し、甲はこれを賃借する。なお詳細については、別

紙仕様書による。 

（契約車両の運転者） 

第４条 契約期間中の契約車両の運転者は、甲が認める者とする。 

（車両の整備・善管注意義務） 

第５条 乙は、正規に整備され、かつ新車登録済みであり、甲を許諾被保険者とした自賠責保険に

加入した車両を提供しなければならない。甲は、善良なる管理者の注意義務の下に車両を管理運

用しなければならない。 

（契約車両のメンテナンス） 

第６条 乙は契約期間中、別紙仕様書に記載のメンテナンスを行い、その費用を負担する。 

（交通事故等の処理） 

第７条 賃貸借車両使用中に交通事故が発生した場合には、甲は法令に定められた処置を行うとと

もに乙に通知し、乙はその解決に協力するものとする。 

２ 前項に該当する交通事故により損害が発生した場合は、甲は許諾被保険者として乙が加入する

自賠責保険及び自動車保険の保険金請求の手続きを行うものとする。その際、乙は甲に協力する

ものとする。 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第８条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、合併等を原因とする承継で、甲の承認を受けたものについては、この限りでない。 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第９条 乙は、この契約の履行について、業務の全部又は大部分を一括して第三者に委任し、又は

請け負わせてはならない。 

（下請負人等の通知等） 

第１０条 乙は、契約の履行に際し、相当の理由があるため業務の一部を第三者に委任し、又は請

け負わせるときは、委任し又は請け負わせようとする受任者又は下請負人の商号又は名称、委任

し又は請け負わせる業務の内容及びその理由、その他甲が必要とする事項を書面をもって甲に通

知しなければならない。 

２ 乙が前項の規定により、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせるときは、次のとおり



とする。 

（１）乙は、堺市の制定する堺市入札参加有資格者の入札参加停止等に関する要綱（平成１１年

制定）第２条第１項の規定による入札参加停止の措置を受けた者（以下「入札参加停止者」

という。）及び堺市暴力団等排除措置要綱（平成２２年制定）第３条第１項の規定による入

札参加除外の措置を受けた者（以下「入札参加除外者」という。）並びに第１６条第１項第

８号のいずれかに該当する者を受任者又は下請負人としてはならない。 

（２）乙は、当該第三者の行為のすべてについて責任を負うものとする。 

３ 甲は、乙が入札参加停止者若しくは入札参加除外者又は第１６条第１項第８号のいずれかに該

当する者を受任者又は下請負人としている場合は、乙に対して、当該委任又は下請契約の解除を

求めることができる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、乙が負うものとする。 

（不当介入等に対する措置） 

第１１条 乙は、この契約の履行に当たり暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下単に「暴力

団」という。）又は暴対法第２条第６号に規定する暴力団員（以下単に「暴力団員」という。）

から不当な介入（契約の適正な履行を妨げる妨害をいう。）又は不当な要求（事実関係及び社会

通念に照らして合理的な理由が認められない不当又は違法な要求をいう。）（以下「不当介入等」

という。）を受けたときは、直ちに甲に報告するとともに、警察に届け出なければならない。 

２ 乙は、受任者又は下請負人が暴力団又は暴力団員から不当介入等を受けたときは、直ちに甲に

報告するとともに、当該受任者又は下請負人に対して、警察に届け出るよう指導しなければなら

ない。 

３ 甲は、乙、受任者又は下請負人が前２項に規定する不当介入等を受けたことによりこの契約の

履行について遅延等が発生するおそれがあると認めるときは、乙が前２項の規定により適切な報

告、届出又は指導を行ったと認められる場合に限り、必要に応じて履行期間の延長等の措置をと

るものとする。 

（契約内容の変更） 

第１２条 甲は、必要があると認めるときは、契約内容を変更し、又は契約の履行を中止させるこ

とができる。この場合において、契約金額又は契約内容を変更する必要があるときは、甲乙協議

して定める。 

２ 乙は、その責に帰することができない理由又はその他正当な理由により、契約が履行できなく

なったときは、直ちに甲にその旨を明示して、その指示を求めなければならない。 

（契約物件名，数量） 

第１３条 契約物件名及び数量は、別紙仕様書のとおりとする。 

（賃貸借（リース）料及び消費税等相当額） 

第１４条 賃貸借（リース）料は、月額     円、消費税等相当額は、月額     円、月



額合計      円とする。 

２ 消費税等相当額は、賃貸借（リース）料の８％とするが、将来賃貸借（リース）期間中に消費税

等の税率が変更された場合は、その税率により算出した消費税等相当額に変更する。 

３ 乙の責に帰すべき事由により甲が物品を使用することができなかったときは、甲が乙に支払うべ

き当該月分の賃借料は、次式により算出した額とする。ただし、金額に円未満の端数が生じたとき

は、円未満は切り捨てるものとする。 

  当該月の賃借料＝（月額賃借料÷当該月の暦日数）×当該月の使用日数 

４ 賃貸借期間に１か月未満の端数が生じるときは、甲が乙に支払うべき当該月分の賃借料は、前項

の式により算出した額とする。ただし、金額に円未満の端数が生じたときは、円未満は切り捨てる

ものとする。 

（支払条件） 

第１５条 乙は、毎月月末までに当月分の賃貸借（リース）料及び消費税等相当額を甲に請求するも

のとし、甲は支払請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

（甲の契約解除権） 

第１６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 

（１）正当な理由なく契約を履行しないとき。 

（２）本契約に関して受注者又は業務に従事する者に、不正又は不当な行為があったとき。 

（３）業務履行上の過失又は不手際が度重なったとき。 

（４）契約の履行に当たり、発注者の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨げ たとき。 

（５）受注者について、破産、民事再生、会社更生若しくは特別清算のいずれかの申立てがあった

とき、又はこれと同視しうる経営危機に陥ったと認められるとき。 

（６）第１０条第３項の規定により、発注者から再請負先等との契約の解除を求められた場合にお

いて、受注者がこれに従わなかったとき、又は第２５条の規定に違反し たとき。 

（７）前各号に定めるもののほか、受注者の責めに帰すべき理由により、契約の目的を 達成するこ

とができないと認められるとき。 

（８）暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるとき。 

（９）第９条及び、第１０条の規定に違反したとき。 

２ 乙は、前項の規定により契約を解除された場合は、契約解除を行った日が属する年度にかかる

契約金額の１００分の１０に相当する額を違約金として、甲の指定する期限までに甲に支払わな

ければならない。 

３ 前項の規定は、甲に生じた現実の損害額が同項の違約金の額を超える場合において、その超過

分につき、甲が乙に対し損害賠償の請求を妨げるものではない。 

（乙の契約解除権） 

第１７条 乙は、甲がこの契約に違反し、業務を履行することができなくなったときは、契約を解



除することができる。この場合において、乙が損害を受けたときは、甲に対してその賠償を請求

することができる。 

（協議による契約解除） 

第１８条 甲は、必要があると認めるときは、乙の承諾を得て、この契約を解除することができる。

この場合において、乙が損害を受けたときは、これを賠償しなければならない。 

（不正な行為等に係る賠償額の予約） 

第１９条 乙は、この契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、契約の解除にかかわら

ず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、契約金額（長期

継続契約の場合は、履行期間中の契約金額の総額。以下この条において同じ。）の１０分の２に

相当する額に、当該契約金額の支払が完了した日から政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和24年法律第256号）第８条第１項の率で計算した額の利息を加算した額を損害賠償金として甲

に支払わなければならない。この契約が履行された後についても、また同様とする。 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第54号。以下「独禁法」

という。）第３条、第６条、第８条又は第１９条の規定に違反するとして、独禁法第７条、第

８条の２又は第２０条の規定による排除措置命令（独禁法第２条第９項第３号に該当する行為

及び不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売

に係るものを除く。）を受けた場合であって、独禁法第８章第２節に規定する手続を経て当該

排除措置命令が確定したとき。 

（２）独禁法第３条、第６条、第８条又は第１９条の規定に違反するとして、独禁法第７条の２第

１項（独禁法第７条の２第２項及び第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）若

しくは第４項、第２０条の２、第２０条の３、第２０条の５又は第２０条の６の規定により課

徴金の納付命令を受けた場合であって、独禁法第８章第２節に規定する手続を経て当該課徴金

納付命令が確定したとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、独禁法第７条の２第１項（独禁法第８条の３において準用する

場合を含む。）の規定により課徴金を納付すべき場合であって、納付命令を受けなかったとき。 

（４）本項第１号及び第２号に規定する審決に対して、乙が独禁法第 77条第１項の規定により審決

の取消しの訴えを提起し、当該訴えについて請求の棄却又は訴えの却下の判決が確定したとき。 

（５）乙又はその役員、使用人その他これらに類する者が、刑法（明治 40年法律第 45号）第 96条

の６若しくは第198条又は独禁法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定に該当し、

刑が確定（執行猶予の場合を含む。）したとき。 

（６）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項第２号に該当すると甲

が認めるとき。 

２ 前項（第５号及び第６号を除く。）の規定は、独禁法第７条の２第６項に規定する事前通知の

対象となる行為であって甲が特に認めるものについては、これを適用しないものとする。 



３ 第１項の規定は、甲に生じた現実の損害額が同項の損害賠償金の額を超える場合において、そ

の超過分につき、甲が乙に対し損害賠償の請求を妨げるものではない。 

（不完全履行による減額、損害賠償） 

第２０条 甲は、乙が業務の一部を履行しないとき、又は業務の履行が不完全であるときは、契約

金額から、その不履行又は不完全部分に相当する金額の減額を請求することができる。この場合

において、甲が損害を受けたときは、乙に対してその賠償を請求することができる。 

（相 殺） 

第２１条 甲は、乙に対する金銭債権を有している場合において、乙が第１６条第１項各号に該当

したときは、当該金銭債権と第１４条第１項の契約代金とを相殺することができる。 

（変更の届出） 

第２２条 乙について、名称、所在地、代表者、受任者及び使用印鑑のいずれかの変更があったと

きは、速やかに甲に届出なければならない。 

（契約保証金） 

第２３条 受注者は、この契約の締結と同時に、現金又は国債、地方債その他の有価証券で発注者が

確実と認めるものにより、契約保証金を納付しなければならない。ただし、発注者がその必要が

ないと認めたときは、受注者は契約保証金の納付を免除される。 

２ 前項の規定により契約保証金を納付した場合、当該契約保証金は、この契約に基づく受注者の

債務が完了したときに返還する。 

３ 契約保証金には利子を付さない。 

（違約金等への充当） 

第２４条 前条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、

発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１６条第２項に規定する違約金に充当すること が

できる。この契約に基づき、発注者が受注者に対して賠償金又は損害金の請求権を有するときも、

また同様とする。 

（秘密の保持） 

第２５条 乙は、当該契約の期間中若しくは当該契約が終了し、又は解除された後において、この契

約に関し、業務上知り得た事項について、他に漏らしてはならない。 

２ 乙は、この契約に基づく業務の履行に関し、甲が保有する個人情報を取り扱う場合は、社会福祉

法人堺市社会福祉協議会個人情報保護規程と併せ、別記の個人情報取扱特記事項を遵守し、個人情

報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報保護に必要な措置を講じなければならない。 

３ 乙は、第１０条の規定により第三者に委任し、又は請け負わせる場合は、請負先に対し前項に規

定する義務を負わせ、その遵守を監督しなければならない。 

（データの契約目的以外の使用及び第三者への提供の禁止） 

第２６条 乙は、データ等については、甲が指示する業務以外に使用又は利用しないとともに、



第三者に提供してはならない。 

（データの返還又は処分） 

第２７条 乙は、業務終了後、速やかにデータ等を甲に返還しなければならない。ただし、甲の

指示するところにより、これらを処分することができる。 

（契約の変更等） 

第２８条 甲は、翌年度以降において予算の減額又は削除があった場合は、当該契約を変更又は解

除することができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除する場合は、必要に応じて乙に契約解除金を支払うものと

する。 

３ 前項の場合における契約解除金の額は、甲乙協議して定める。 

（協 議） 

第２９条 この契約に定めのない事項については、必要に応じて甲乙協議して定める。 

 


